
重 要 な会 計 方 針 等  
 

１  有 価 証 券 の評 価 基 準 及 び評 価 方 法  

移 動 平 均 法 による原 価 法 によっている。 

 

２  動 産 不 動 産 の減 価 償 却 方 法  

法 人 税 法 の基 準 を採 用 し、建 物 を除 く営 業 用 建 物 動 産 は定 率 法 、

そ の 他 は 定 額 法 に よ り 行 っ て い る 。 な お 、 減 価 償 却 累 計 額 は 次 の と

おりである。 

動 産 不 動 産      ２１，０８３，９９３，８５６円  

 

３  引 当 金 の計 上 基 準  

貸 倒 引 当 金  

貸 付 金 の貸 倒 れによる損 失 に備 えるため、株 式 会 社 日 本 政 策 投

資 銀 行 法 の 施 行 に 伴 う 関 係 政 令 の 整 備 に 関 す る 政 令 ( 平 成 ２ ０ 年

政 令 第 ２３７号 )第 １条 の規 定 による廃 止 前 の日 本 政 策 投 資 銀 行 法

施 行 令 (平 成 １１年 政 令 第 ２７１号 。以 下 「旧 政 投 銀 令 」という。)第 ４

条 第 ３項 の規 定 に基 づき、財 務 大 臣 が別 に定 めたところにより、当 該

事 業 年 度 末 貸 付 金 残 高 （貸 付 受 入 金 残 高 を控 除 ）の３／１０００の範

囲 内 で計 上 しており、本 年 度 の計 上 率 は３．０／１０００である。 

 

４  その他 財 務 諸 表 作 成 のための重 要 な事 項  

(１)  消 費 税 の会 計 処 理 方 法  

税 込 方 式 によっている。 

(２ )  繰 延 勘 定 の処 理 方 法  

債 券 発 行 費  

旧 政 投 銀 令 第 ４ 条 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 財 務 大 臣 が 別 に

定 めたところにより、発 生 した期 に全 額 償 却 している。 

(３ )  債 券 発 行 差 額 の償 却 基 準  

債 券 の平 均 年 限 に相 当 する期 間 （３、４、５、６、７、１０、１２、１５、

２０、３０又 は４０年 間 ）内 で均 等 償 却 している。 

(４ )  延 滞 債 権 額  

貸 付 金 のうち、延 滞 債 権 額 （弁 済 期 限 を６箇 月 以 上 経 過 して延

滞 となっている貸 付 けの元 金 残 高 額 ）は、８，０１９，３０１，３１２円 と

なっている。 

(５ )  クレジットデリバティブ取 引  

クレジットデリバティブ取 引 を活 用 した債 務 負 担 行 為 を行 っており、

当該取引にかかる信用リスクの引受取引の契約額は１，０８１，７６５，８００，０００円 、

信 用 リスクの引 渡 取 引 の契 約 額 は５８３，２９５，８００，０００円となってい

る。 

 

５  重 要 な会 計 方 針 の変 更  

本年度から、会社法(平成１７年法律第８６号)の施行に伴い改訂された特殊法人

等会計処理基準を適用している。 


